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決算補足説明資料


2008年2月期決算補足説明資料

１．平成20年（’０8）2月期 業績　【連結】

２．売上高の概要【連結】

３．店舗数に関する状況

４．平成21年（’０9）2月期 計画　【連結】


中期計画資料

５．経営基本方針

６．中期計画数値目標

７．事業会社別の中期計画数値目標

８．中期計画重点施策

９．現況


　　　　　＆


中期計画資料

2009年2月期～2011年2月期
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１．平成20年（’０8）2月期 業績【連結】

　　　（平成19年3月～平成20年2月）　Rｅｓｕｌｔs of ＦY 2007,Consolidated 

売上高のポイント


一般管理費のポイント


特別損益のポイント


ドトールの主な特別損益 
＊有価証券売却益 ＋３５８百万円 
＊店舗閉鎖損 △３４２百万円 
＊減損損失  △２６７百万円 
日レスの主な特別損益 
＊固定資産除去損 △　８３百万円 
＊店舗閉鎖損 △　５７百万円 
＊減損損失  △　３１百万円 

経営統合費用合算 △２５１百万円


直営既存店の前年対比 
 　売上 　客数 
ドトール
 △0.2％
 △0.0％

日レス
 △2.1％　　   △1.8％


人件費・地代家賃・水道光熱費の増加 
ドトール２２店、日レス２３店の直営店増加


営業外費用のポイント


株券発行費用・上場費用　＋４０百万円 
（ホールディングス単体で計上）
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２．売上高の概要【連結】 
　　　　　　　　　　　　　Net Sales, Consolidated 
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３．店舗数に関する状況 
　　　　　　　　　Number of Shops 

☆業態別店舗数推移　 Ｎumber of Ｓhops by Ｂusiness ☆新規出店状況　 Ｎumber of Newly Opened Ｓhops 

☆業態変更　 Ｎumber of Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｃｏｎｄｉｔｉｏｎ　Ｃｈａｎｇｅ


日本レストランシステム㈱　合計１５店舗


＊新規出店は、07年3月から08年2月の一年間
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今期計画のポイント


４．平成21年（’０9）2月期 計画【連結】

　　　（平成20年3月～平成21年2月）　Plans for Rｅｓｕｌｔs of ＦY 2008,Consolidated 

新規出店計画 
ドトール ： 　８０（うちＦＣ61） 
日レス   ： 　４０ 
　合計   ： １２０ 

既存店計画 
ドトール ：１０３．０％ 
日レス   ：　９８．５％ 

効率化対策 
＊不採算店の閉鎖 
＊メニュー政策 
＊共同調達の促進 

特別損益について 
＊特別利益

　 不動産売却益　+1,228百万円

＊特別損失

　 ソフトウェア関連△ 645百万円

　リース解約損　　 △ 224百万円

　固定資産除却損△ 431百万円
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中期計画資料

2009年2月期～2011年2月期
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外食業界における日本一の 
【エクセレント・リーディングカンパニー】となる


中期計画

（2011年2月期）


売上高　 1,221億円


経常利益　140億円


多様化したお客様の心の奥底にある期待感に応えること


５．経営基本方針




8 

６．中期計画数値目標


売上高


営業利益


経常利益


売上高経常利益率


当期利益


１０１，３１４

（百万円）


2008年2月

（実績）


2009年2月

（予想）


2011年2月

（計画）


１２２，１１４

（百万円）


１０７，８１７

（百万円）


１０，００４

（百万円）


１３，４６０

（百万円）


１１，０９６

（百万円）


１０，４３４

（百万円）


１３，９６０

（百万円）


１１，６５４

（百万円）


５，４５３

（百万円）


７，８００

（百万円）


６，５３９

（百万円）


１０．３％
 １１．４％
１０．８％
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７．事業会社別の中期計画数値目標
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８．中期計画重点施策


効率化の徹底・経常利益の向上


Ａ


１


新規出店・候補地を厳選しながら拡大


Ｂ


2


事業会社ごとの既存事業を再強化 
⇒売上・店舗数・販路の拡大


足元を固めつつ、次年度以降の成長基盤を確立


内部統制強化（ガバナンス体制確立とコンプライアンス遵守）
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■業績の見通し等、将来の情報に関する注意事項 

 本資料に掲載されている業績の見通し等将来に関する情報は、現在入手可能な情報に基づいて

当社経営陣が合理的と判断したものです。実際の業績は市場動向、経済情勢など様々な要因の変

化により大きく異なる可能性がありますことをご承知おき下さい。また、資料配布の目的が、当社株

式の保有継続および追加購入を推奨するものではないことも、合わせてご理解いただきますようお

願い申し上げます。



